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アメリカ社会科における環境リテラシーの構造

一北米環境教育連盟ガイドラインの分析を通して一

I . はじめに

環境問題は，そのメカニズムが明らかになる

につれてより一層複雑なものとなっている。現

在では，環境問題は人間社会と自然環境の関係

性をめぐる問題と捉えられてきている。環境問

題の解決のためには， 自然科学的な側面だけで

なく，人間社会と自然環境との関係性の理解及

び人文社会科学的な側面からの環境問題の理解

に基づいた解決策の検討を行うことが求められ

る状況にある。そのような動向を反映し，環境

教育においても，人間社会と深く関連づけた環

境教育の目標や具体的な内容・方法が求められ

ている。

アメリカ合衆国（以下「アメリカ」と略記）

では， 1970年代以降「環境リテラシー」という

概念を使用して環境教育の目標を設定してきた。

しかし，人間社会との関連性の重視という点にお

いては共通性を持ちつつも，設定された目標の

内実は，時代や社会の変化に応じて変遷してき

ており，その違いに留意する必要がある。特に，

1990年代前半に示された環境リテラシー 1)には，

次の二つの内容が取り入れられており，それま

での環境リテラシーとは大きく異なっている。

第ーは，環境社会学や環境経済学などに基づく

環境問題に関する内容であり，第二は，人文社

会科学の融合を目指した専門領域の発展と心理

学研究による「環境に責任ある行動のプロセス」

に関する内容 2)である。

日本における先行研究でも，環境リテラシー

に言及している。荻原彰・戸北凱惟は， 1980年

代後半のアメリカの環境教育プログラムを分析

し，環境リテラシーの知識領域において「個別
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の環境問題や生態系に関する知識のみならず，

文化や政治種としての人間の特質など広範な

知識が扱われている」3)ことを示した。柿沼利昭

は， Roth,C. E. の環境リテラシー論を参考に，環

境リテラシーの知識・スキル・情意・行動に環

境に責任ある行動の心理プロセスの中の個人に

関わる要素の一つ 4)である「統制の所在 (locus

of control)」5)が導入されていることを示した 6)0 

これらの研究は，アメリカにおける環境リテラ

シーの枠組みを示しつつ，環境教育の目標に，

文化や政治に関わる内容や環境に責任ある行動

の心理学的な観点を取り入れていることを明ら

かにしている。

環境リテラシーに文化や政治に関わる内容や

心理学的な観点を取り入れたことは，アメリカ

環境教育における社会科の役割をより重要なも

のにした。例えば，アメリカでは，環境教育に

おける政治や文化に関わる内容を充実するため，

社会科に関係するナショナルスタンダードを参

考とした環境教育の目標概念を提起した研究 7)

や，社会科が環境教育の能力育成に最も関連性の

高い教科であることを示した研究 8)などがある。

しかしながら，環境リテラシーの文化や政治に

関わる内容や行動に関する観点の重要性や社会

科の必要性は議論されても，それらを内容とし

てどのように構成し実践を行うのかについては，

十分に議論されてこなかった 9)。特に，科学教育

(Science Education) を中心に進められてきたアメ

リカの環境教育において，社会科と環境リテラ

シーを結びつける研究は未だ少ない状況にある。

社会科において環境リテラシーを育成するため

には，環境リテラシー育成における具体的で明



確な社会科の役割や内容が示されることが喫緊

の課題なのである。

そこで，本稿では， 1999年に北米環境教育連盟

(The North American Association for Environmental 

Education : NAAEE) が策定した環境教育ガイ

ドライン 10)(以下「NAAEEガイドライン」と

略記）に着目する。 NAAEEガイドラインは，

「環境教育における卓越性のための全米プロ

ジェクト (TheNational Project for Excellence in 

Environmental Education)」の一環として作成さ

れたガイドラインである 11)。NAAEEガイドライ

ンは，アメリカ教育界の教育改革の一つである

ナショナルスタンダード運動の影響を受け，各

教科のナショナルスタンダードと関連づけた全

米の統一的な環境教育の指針である。 1999年の

策定以降， NAAEEガイドラインで示された環境

リテラシーに基づいて，朴lや地域において環境

教育のカリキュラムやプログラムの開発が行わ

れている。 NAAEEガイドラインは個々のカリ

キュラムや個別の教育実践を位置づけ，意味づ

けるための共通基盤の提示と，環境教育と各教

科の体系的対応を可能にしたという二つの意義

を有している。したがって， NAAEEガイドライ

ンを分析することで，文化や政治に関わる内容

や環境に責任ある行動の心理学的観点導入によ

る，社会科における環境リテラシーの構造が明

らかになるものと考える。これは，社会科にお

ける環境教育カリキュラムやプログラム開発に

おける重要とすべき観点・枠組みを提示するこ

とを意味する。

以上より，本稿では， NAAEEガイドラインの

分析を通して，文化や政治に関わる内容や環境

に責任ある行動の心理学的観点を導入した社会

科における環境リテラシーの構造を明らかにす

ることを目的とする。本稿の手続きとして，第

ーにアメリカの環境リテラシー論の変遷を整理

し，第二にNAAEEガイドラインにおける環境リ

テラシーと社会科の関係を分析し，最後に社会

科における環境リテラシーの構造を考察する。
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II. 環境教育の目標としての環境リテラシーの特徴

1 . 環境リテラシーの内容変遷

環境リテラシーは， 1970年前後に使われ始め

た環境教育の目標を示す概念である。 1968年の

Roth, C. E. による論稿が初出であり，「環境リテラ

シーを持った市民が必要である」12) と市民育成の

文脈で提起された。また， 1970年に発刊された

アメリカ環境諮問委員会報告のニクソン大統領に

よる序文では，下記のように述べられている 13)。

「社会全体の発展のため人間と環境の関係性

の新しい理解と気づきも重要であり，これを

環境リテラシーと呼ぶ。これは，教育プロセス

におけるすべての段階で環境の概念を育成ま

たは教えるために必要とされるものである。」

このように， 1970-1980年代にかけての環境リ

テラシーの定義は，狭義の意味では，環境に関す

る知識理解を表す概念 14) として，広義の意味で

は上記のような人間と環境の関係性を前提とし

た知識スキル，情意，態度を統合した概念 15)

として認識されていた。 1990年代になると，ほ

ぼ広義の意味で使用されることとなり，環境教

育の目標を表す概念として確立し，知識，スキ

ル，情意，態度などを基本的な要素として論じ

られた。

NAAEEガイドラインの開発責任者である

Simmons, B. は，ガイドライン策定の基礎作業

として， 1990年代前半に提示された環境リテラ

シーを整理し，六つの観点を環境教育目標の基

準としている 16)(表l参照）。

Simmonsは， A情意， B生態学的知識 C社会

政治的知識， D環境問題の知識， Eスキル， F環

境に責任ある行動の決定要素（以下「行動決定

要素」と略記）， G環境に責任ある行動に分類し，

環境教育目標の基準とした。「A情意」は，感受

性や意識態度，動機を含めた目標を示してい

る。「B生態学的知識」は，生態学的知識を中心

に自然科学に関わる内容を示している。「C社会

政治的知識」は，経済・社会・政治・自然環境

の相互依存，文化や政治，社会システム，地理の



表 1 Simmons, B. (1994)による環境教育目標の基準

A情意：

環境感受性・美意識汚染・テクノロジー・経済・保全・ 環境行動に対する態度，

環境問題に関連した様々な価値観を認識・選択しようとする意識，環境の改善と保護への参加動機，道

徳的理由付け，価値観の明確化

B生態学的知識：

生態学の原理，エネルギー， 自然システムの知識，環境の変化と収容力

C社会政治的知識：

経済・社会・政治・自然環境の相互依存，文化活動の自然環境への影響，信条・政治構造・様々な文化

の環境への見方の関係性，社会システムの基礎，地理的理解

D環境問題の知識：

環境問題，政治・教育・経済組織の環境問題への影響

Eスキル：

問題の明確化，情報の分析・整理・評価，行動方略スキル， リスク分析，システム思考，予測・計画能力

F環境に責任ある行動の決定要素：

統制の所在2 個人の責任の受入

G環境に責任ある行動：

環境問題解決を目指した活発で考慮された参加

消費行動，エコマネジメント，法的行動，説得行動，政治行動

※下線部は， 1990年代の環境リテラシー論の強調点とされた部分（筆者）

内容を示している。「D環境問題の知識」は，環

境問題及び環境問題の社会への影響を内容とし

ている。「Eスキル」は，問題の明確化や，情報

処理適切な行動方略の選択・行動計画の作成・

行動計画の評価・行動計画の実施を含めた行動方

略スキル (skillsfor dealing with action strategies), 

リスク分析等の様々なスキルを示している。「F

行動決定要素」は，「環境に責任ある行動」の心

理プロセスに関わる心理学の研究で明らかにさ

れた，行動を実施するために必要な要素を示し

ている。「統制の所在」は，効力感をもって行動

しようとすることを示す。「個人の責任の受入

(assumption of personal responsibility)」は，責任の

帰属を認知し，権利との関係性の中で，義務と

して責任を受け入れることを示している。「G環

境に責任ある行動」は，行動を行うことそのも

のを指す。そのため，「活発で考慮された参加」

や「行動の種類」が示されている。

Sim.m.onsは，表 1の基準をまとめる上で，

1990年代の環境リテラシー論の特徴を次の三点

とした。第一に「F行動決定要素」としての「統
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【Simmons,B. (1994)より筆者作成】

制の所在・個人の責任の受入」を示したことで

ある。第二に知識目標において「C社会政治的知

識」を「B生態学的知識」と同等に位置づけたこ

とである。第三に「環境に責任ある行動」に関

連した項目として，「Eスキル」の「行動方略ス

キル」や「G環境に責任ある行動」の「行動およ

び参加」という文言のみではなく，行動の種類

（消費行動，エコマネジメント，法的行動，説得

行動，政治行動）を示したことである。これら

の特徴には， 1970-1980年代を通して明らかにさ

れた「環境に責任ある行動」の心理プロセスに

関する心理学の研究成果や，環境問題の原因と

して人間社会の影響環境問題の解決策の多様

化・複雑化が影響したと考えられる。

2. NAAEEガイドラインにおける環境リテラ

シーの特徴

Simmonsは，「我々は個々人の行動能力だけで

なく，十分な情報を集め持った上で意思決定でき

る能力も持ち得た市民を必要としている」17) こと

を挙げ， NAAEEガイドラインの開発責任者とし



て策定に参加した。 NAAEEガイドラインでは，

次の四つの環境リテラシーのH標群を設け，環

境と生活の質の向上を目指した知的な意思決定

を行う市民の育成が目指された 18)。「目標群 1: 

探求分析スキル (Questioningand Analysis Skills)」

「目標群2:環境のプロセスとシステムの知識」

「目標群3:環境問題 (Issue) を理解し，対処す

るためのスキル」「目標群4:個人・市民の責任」

である。目標群それぞれには， A)以下の下位目

標が作成されている。次の表2は， Simmonsの

環境教育目標の基準と NAAEEガイドラインの環

境リテラシー目標群との比較を行った表である。

「目標群 1: 探求分析スキル」は，上記Simmons

の「Eスキル」の問題の明確化と情報処理のスキ

ルが対応している。「目標群2:環境のプロセス

とシステムに関する知識」は，次の四つの目標

群に分類される。「目標群2.1自然システムとし

ての地球」と「目標群2.2生命環境」は「B生態

表2 NAAEEガイドライン (1999)環境リテラシーの目標群と Simmons(1994) との比較

2.1自然システムとして
の地球

2.2生命環境

2.3人間と社会

2.4環境と社会

3.1環境問題の分析・調
査スキル

3.2意思決定とシティズ
ンシップ

A)問題設定

B)調査をデザインする
C)情報収集

D)正確さと信頼性を評価する

E)情報の組織化

F)モデルを動かす，シミュレーションする

G)結論を描く，解釈を発展させる

A)地球が形作られるプロセス

B)物質の変化

C)エネルギー

A)生物，人口，コミュニティ

B)遺伝と進化

C) システムとつながり

D)物質とエネルギーのゆらぎ

A)個人と集団

B)文化

C)政治と経済システム

D)グローバルコネクション
E)変化と紛争

A)人間と環境の相互作用

B)場所

C)資源

D)技術

E)環境問題

A)問題の明確化と調査
B)問題の結果の整理
C)代替的な解決と行動の種類の明確化と評価

D)柔軟に，創造的に，寛大に行動する

A)個人の見方の明確化と評価

B)市民行動の必要性の評価

C)行動の計画

D)行動結果の評価

表 1Simmons (1994) との対応

Eスキル
問題の明確化，情報の分析・整理・評価

B生態学的知識
自然システムの知識

環境の変化と収容力

B生態学的知識

生態学の原理

エネルギー

自然システムの知識

環境の変化と収容力

C社会政治的知識

文化活動の自然環境への影響，信条・政治構

造・様々な文化の環境への見方の関係性，社

会システムの基礎，地理的理解

C社会政治的知識

経済・社会・政治・自然環境の相互依存

地理的理解

D環境問題の知識

Eスキル
行動方略スキル

G環境に責任ある行動
行動の種類

Eスキル
行動方略スキル

G環境に責任ある行動
行動の種類

参加

A)社会における価値と原則の理解 IA情意
B)市民の権利と責任の認識 価値観を認識・選択

C)行動効果の認識 F環境に責任ある行動の付加的な決定要素

D)個人の責任の受入 I 統制の所在，個人の責任の受入
※目標群lと目標群4は， 1.1や 4.1のような下位要素がなく， A),B)…となる。 【筆者作成】

-4-



学的知識」が，「目標群2.3人間と社会」は「C

社会政治的知識」が，「目標群2.4環境と社会」

は「C社会政治的知識」の中の「経済・社会・政

治・自然環境の相互依存」と「D環境問題の知

識」が対応する。「目標群3: 環境問題を理解し，

対処するためのスキル」は，「Eスキル」の中の

行動方略スキルと「G環境に責任ある行動」が対

応する。「目標群4:個人・市民の責任」は，「F

行動決定要素」の個人の責任の受入を大枠とし

ながら，「A情意」の価値の認識などを含み構成

されている。

以上のことから， Simmonsの「環境教育目標

の基準」と NAAEEガイドラインの環境リテラ

シーの目標群の相違とその背景として，次の三

点を挙げることができる。

第一に「目標群4:個人・市民の責任」におい

て「責任」が強調されたことである。 Simmons

の基準では「行動」が最後に提示されたが，

NAAEEガイドラインは，「責任」を価値や行動

効果の認識を包括する第四番目の目標として示

した。この背景として， 1990年代以降のアメリ

カ国内外でガイア主義やエコファシズムや行動

中心主義への対抗として，批判理論の立場によ

る環境教育や倫理を重視した環境教育などが論

じられるようになったことが考えられる。「環境

に責任ある行動」の心理的メカニズムを参考に

「環境に責任ある行動」を実践することを究極目

標とする Hungerfordらを中心とした環境教育研

究 19)は，行動方略スキルや行動の決定因子を提

示することに成果があったものの，批判理論や

倫理を重視する立場から批判されたのである 20)0 

このように，アメリカ国内外における環境教育

に関する論争の動向の影響から，「責任」が強調

されたと考えられる。

第二に「目標群2:環境プロセスとシステムの

知識」において， Simmonsの分類における「C社

会政治的知識」の「経済・社会・政治・自然環

境の相互依存」が， より大きな項目として設け

られたことである。「目標群2.4環境と社会」の
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詳細をみると，下位に「人間と環境の相互関係

性」「場所」「資源」「技術」「環境問題」の五項

目が設定されており，「D環境問題の知識」にな

い内容が含まれている。この違いには， ヒュー

マンエコロジーの考え方が影響していると考え

られる。地球環境問題が認知されるようになっ

て以降環境教育における人間と環境の関係性

に関する知識は，生態学の捉え方に基づき，「生

態系の中の人間および社会」という捉え方が主

流となった。しかし，環境社会学や環境経済学

など社会科学系の環境問題に関わる専門領域の

発展により，人間と環境の関係性を「自然シス

テムと人間社会システムとの相互依存関係」と

して捉えるヒューマンエコロジーの考え方が重

視された。ゆえに， NAAEEガイドラインでは，

自然システムと人間社会システムとの関係性の

知識をより充実させ，「経済・社会・政治・自然

環境の相互依存」が重視されたと考えられる。

第三に「目標群3:環境問題を理解し，対処す

るためのスキル」において，行動方略スキルと

「環境に責任ある行動」の実践も含めた「目標群

3.1環境問題の分析・調査スキル」と，「目標群

3.2意思決定とシティズンシップ」が，分かれて

示されたことである。この違いも，第一の違い

と同様に，行動中心主義批判に関連していると

考えられる。 Hungerfordらによって行動のメカニ

ズムに注目される以前は，環境教育におけるス

キルは，環境問題を分析する自然科学的な手法

を用いたスキルが中心的であった。それに対し，

NAAEEガイドラインでは，行動中心主義批判の

影響を受け，「行動」をスキルという分析・調査

スキルの下位項目に位置づけている。そして，分

析・調査スキルの一環として「行動」を包含し，

それとともに「市民としての行動」を意思決定

とシティズンシップのスキルとして位置づけて

いる。



皿 NAAEEガイドラインにおける社会科

1 . 環境リテラシーの目標群と教科の関係

NAAEEガイドラインは，表2に示した各目標

群の下位に設定された項目ごとに，幼稚園~4

学年， 5~8 学年， g~12 学年の学年段階にあ

わせた具体的な目標を作成し，各教科との関係

を示している。 NAAEEガイドラインが各教科と

の関連を示す基準として利用したのは，「芸術」

「市民・政治」「経済」「地理」「歴史」「科学」に

関するナショナルスタンダードと，学会レベル

で作成された「英語言語表現 (EnglishLanguage 

Arts)」「数学」「科学リテラシー・ベンチマーク」

「社会科」に関するスタンダードである。例え

ば，「目標群4:個人・市民の責任」の「A)社会

的な価値と原則の理解」では，学年段階ごとの

三つの目標が記載されている。幼稚園~4 学年

段階の目標は，「学習者は，米国社会を作ってい

る基本原則を明らかにし，環境問題におけるそ

れらの重要性を説明することができる」である。

そのための学習の一つとして，「個人の所有権や

幸福権，公共・共通善，未来世代の幸福など多

くの米国市民が共通して持っている信条の例を

明らかにし，これらの基本的な信条と関連させ，

人々が環境問題に対する行動を決定する要因を

探る」学習が設定されている。この目標には，

「芸術ナショナルスタンダード」の 31頁，「市

民・政治ナショナルスタンダード」の 22-27頁，

「英語言語表現スタンダード」の 44頁，「社会科

スタンダード」の 60-64頁と 73-75頁に示される

スタンダードが関連することが明示されている。

同様に， 5-----8学年および9-----12学年それぞれ

の下位目標に対応する教科のスタンダードが示

されている。

NAAEEガイドラインでは，四つの目標群の下

位の全36項目に対して三つの学年段階ごとの下

位目標が示されているため，合計36X 3 = 108 

の下位目標とそれに関連する教科スタンダード

が提示されている。次の表3は， 108の下位目標

と各教科のスタンダードとの相関を示したもの

である。本稿では，分析の基準としてナショナ

ルスタンダードを用いた。なぜなら，ナショナ

ルスタンダードは，法的拘束力及び強制力はな

いものの，実質的にはアメリカの州カリキュラ

ムのほとんどがナショナルスタンダードに基づ

いて策定されるため，アメリカ全体への影響が

大きいと考えられるためである 21)。学会策定の

スタンダードは，理念型としては参照されつつ

も，州カリキュラム策定や実践への影響は，ナ

ショナルスタンダードに比してそれほど大きく

はないと判断できる。

表3 NAAEEガイドライン環境リテラシー目標群と教科の関係

NAAEEガイドライン環境リテラシーの目標群 I 科学

目標群1 探求分析スキル（全21項目） 16 18 12 

゜゜2.1地球のプロセス（全9項目） 8 3 

゜゜゜目標群2 I 2.2生命環境（全12項目） 12 5 

゜゜゜I 2.3人間と社会（全15項目）

゜
10 1 7 7 

2.4環境と社会（全15項目） 8 ， 4 
゜

3 

目標群3
3.1問題調査スキル（全12項目） 2 8 

゜゜゜3.2意思決定とシティズンシップ（全12項目）

゜
3 3 5 

゜目標群4 個人・市民の責任（全12項目）

゜゜゜
11 1 

A ロ 計（全108項目） 46 56 20 23 11 

46 110 

※「科学」との相関をはかるため，「地理」「歴史」「市民・政治」「経済」をあわせて「社会科」と捉えた 22)0 

【筆者作成】
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表3より，環境リテラシー目標群と教科との

関係性の特徴を次の二点とする。

第一に，社会科の関連項目が多<,NAAEE 

ガイドラインにおいて社会科が中心的な教科と

なっていることである。具体的な数値をみると，

「科学」 46項目に対して，「社会科」に関連する

項目が 110項目と多い。中でも，「地理」に関連

する項目が56項目と多い。次いで，「市民・政

治」 23項目，「歴史」 22項目，「経済」 11項目で

ある。また，環境リテラシー目標群ごとの関連

は，「科学」と「社会科」で大きく異なる。「科

学」では， 目標群 lと目標群2.1と目標群2.2が

多く関連している。一方，「社会科」では， 目標

群 1と， 目標群 2.3, 目標群2.4, 目標群 3, 目

標群4が多く関連している。なお， 目標群 1は，

問題の明確化や情報処理スキルを含む科学的な

問題調査分析のためのスキルを示しており，「科

学」「地理」「歴史」で関連する項目が多い。

第二に，「社会科」の中でも，目標群の種類に

よって関連するナショナルスタンダードが異な

ることである。具体的には，「地理」が目標群

2.3で10項目， 2.4で9項目， H標群 3.1で8項

目と多く関連し，「市民・政治」が目標群3.2で

5項目， 目標群4で11項目と多く関連している。

表3では，全体を通して「地理」が56項目あ

り，項目数では環境リテラシー目標群との結び

つきが強いようにみえるが，環境リテラシーと

して重要とされるようになった行動方略スキル

や責任に関する目標群3.2と目標群4との関連は

ない。つまり， NAAEEガイドラインが示す環境

教育の中核は，「地理」ではなく，「市民・政治」

が担っていることが明らかである。

2. 環境リテラシーの目標群と社会科の関係

次に社会科と多く関連する環境リテラシーの

具体的な内容に着目したい。

上記で「社会科」は，「目標群2.3人間と社会」

の「社会政治的知識」と「目標群 2.4環境と社

会」の「人間社会と自然環境の相互依存の知識」，
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「目標群3」の行動方略スキル，「目標群4」の個

人・市民としての責任と深く関連していること

を示した。次の表4は， NAAEEガイドラインの

学年段階ごとの目標の中で，「社会科」と関連が

深い目標群 (2.3,2.4, 3.1, 3.2, 4) とナショナ

ルスタンダードとの関連を示した表である。

a) 「目標群2.3人間と社会」と社会科の関係

「社会政治的知識」としての「目標群2.3人

間と社会」は，表4にある通り「個人と集団」，

「文化」，「政治と経済システム」，「グローバル

コネクション」，「変化と争い」を下位目標の

テーマとしている。

「個人と集団」は，個人・集団の帰属関係

と，個人・集団行動の自然環境への影響を内

容としている。「文化」は，文化における自

然環境に対する見方と影響を内容としている。

「政治と経済システム」は，政治経済システム

における自然環境の考慮の仕方を内容として

いる。「グローバルコネクション」は，グロー

バルな視野における社会，文化，政治，経済，

自然環境の関係性を内容としている。「変化と

争い」は，時代の変化と争いにおける自然環

境に対する見方の違いや影響を内容としてい

る。つまり，「目標群2.3」では，人間社会の

諸要素の自然環境に対する影響を主な内容と

している。ナショナルスタンダードとの関連

においては，「個人と集団」が経済と，「文化」

が地理／歴史／市民・政治，「政治と経済シス

テム」が地理／市民・政治／経済，「グローバ

ルコネクション」が地理／市民・政治／経済，

「変化と争い」が地理／経済と関連している。

「目標群2.3」は，他の目標群に比べると関連

しているナショナルスタンダードの項目が多

い。例えば，「文化」は，「地理（スタンダー

ド）」の文化のパターンや変化・伝播，「歴史」

の人々の経験や文化の探究，「市民・政治」の

文化としての政治の内容と関連している。

b) 「目標群2.4環境と社会」と社会科の関係

人間社会と自然環境の相互依存の知識とし



表4 NAAEE環境リテラシー目標群の内容と社会科の関係

目標群の各テーマ 主な内容

A)個人と集団 個人と集団の帰属関係と，行動の環境 i : 
への影響

: : j 9-12 
---------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------•--------------------•--------------------•--------------------

B)文化
文化の環境への影響と環境に対する見 K-4,5-8, : ・!K-4 , 
方-------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------9-12 : !~ 立 i--------------------•--------------------•--------------------•--------------------

2.3 c)政治と経済シス 政治経済システムにおける環境の考慮 K-4,5-8, j : 

i 5-8, 9-12 
! K-4, 5-8, 

人間と社会1 テム の方法 9-12 , , i 9-12 
-------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------―ー・— ---------------―ー・--------------------•--------------------

D)グローバルコネク グローバルな視野における社会，文 K-4,5-8, [ i K-4, 5-8, : 
ション 化，政治，経済の関係性 9-12 i 9-12 : i K-4, 9-12 
-------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------―ー・—-----------------—ー・—-------------------•--------------------

変化と争いにおける環境への見方の違 i 
E)変化と争い 9-12 : 

いや影響
j 9-12 

A)人間と環境の相
人々の自然環境への依存，改変，影響 ： 

K-4, 5-8, j 

互作用 9-12 
---------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------•--------------------•--------------------•--------------------

B)場所
環境が人々によって意味付けられるこ K-4,5-8, : i 

2.4 I と '9-12 , !K-4 , , 
---------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------•--------------------•--------------------•--------------------

環境と社会 C)資源 社ム「おける資源の分配と価値と変化云._ j K-4, 5-8 j i K-4, 5-8 
---------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------•--------------------•--------------------•--------------------

D)技術 技術の社会や環境への影響 !K-4 
---------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------•--------------------•--------------------•--------------------

E)環境問題 地域規模から地球規模までの環境問題
K-4, 5-8, j 
9-12 , , , j 9-12 

A)課題の明確化と

調査
地域規模の環境問題の調査 5-8, 9-12 i 

・------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------•------------------―ー・—-------------------•

3.1 
B)課題の結果の整 環境問題の因果関係として自然環境と K-4,5-8, / / i 
理 社会の関わりの追究 9-12 : 

環境問題の -------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------____________________ , _________________________________________ ; ___________________ _ 

分析・調査
c)代替的な解決と

スキル 活動の種類の明 問題解決のための行動方略の提案 K-4 i i 
確化と評価

---------------------------------------響 ---------------------------------------------------------------------------------------------------•------------------―ー・—-------------------•--------------------

D)柔軟に，創造的に， 提案した方略の評価と改善を柔軟に， ！ 

寛大に従事する 創造的に，寛大に行う
K-4, 5-8 i 

A)個人の見方の明 環境問題に対する自身の見方と解決に K-4,5-8, i K-4, 5-8, / 
確化と評価 向けた方法の評価 19-12 j 9-12 ! 

3.2 ---------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------•--------------------•--------------------• 

j K-4, 5-8, ! 
意思決定とシ
B)市民行動の必要 行動の必要性の評価と，参加に向けた l 

、 性の評価 意思決定 i 9-12 : 
アイスンンツ ---------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------•--------------------•--------------------•--------------------

プスキル c)行動の計画 市民としての行動の計画と実践 ， : K-4, 5-8 ! 
---------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------•--------------------•--------------------•--------------------

D)行動結果の評価
自分の行動と他の個人や集団の行動の ！ 
効果の分析・評価

A)社会における価環境問題に関連する社会を構成する基 1 ! K-4, 5-8, : 
, ! 9-12 

値と原則の理解 本的な原理・信条の理解 ! 9-12 : 
---------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------•--------------------•--------------------•--------------------
B)市民の権利と責任4 環境問題の解決を促進する市民の権利 ＇ / K-4, 5-8, ! 

個人・市民 の認識 と責任の認識 i 9-12 
---------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------•--------------------•--------------------• 

市民としての行動効果に自信をもつこ : ' としての責
c)行動効果の認識
任 と ! K-4, 5-8 : 

---------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------•--------------------•--------------------•--------------------

D)個人の責任の受行動には幅広い影響と責任が含まれて ［ ! K-4, 5-8, j 
入 いることの理解 i 9-12 : 

※「K-4」は，幼稚園~4 学年。「5-8」は， 5 学年~s 学年。「9-12」は， 9~12 学年。
※学年段階ごとの下位目標の概要を「主な内容」として示した。

【筆者作成】
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ての「目標群2.4環境と社会」は，「人間と環

境の相互作用」「場所」「資源」「技術」「環境

問題」の概念を通して，環境と社会の相互依

存関係を理解する内容となっている。「人間と

環境の相互作用」は，人間の自然環境への依

存・改変・影響と， 自然環境の限界を内容と

している。「場所」は， 自然環境の諸要素が人

間によって意味づけられることを内容として

いる。「資源」は，社会における自然環境から

供給される資源の分配と価値，変化を内容と

している。「技術」は，技術の社会や環境への

影響を内容としている。「環境問題」は，地域

規模から地球規模までの環境問題を内容とし

ている。ナショナルスタンダードでは，「人間

と環境の相互作用」が地理，「場所」が地理／

歴史，「資源」が歴史／経済，「技術」が歴史，

「環境問題」が地理／経済と関連している。市

民・政治と関連するテーマはなかった。「目標

群2.3」が自然環境に対する見方や影響が中心

となっていたのに対して，「目標群2.4」では，

人間社会における自然環境の扱いや捉え方を

中心的な内容としている。具体的には，資源

としての自然環境や，環境問題としての自然

環境などを指す。

c)「目標群3環境問題を理解し，対処するた

めのスキル」と社会科の関係

行動方略スキルである「目標群3.1環境問

題の分析・調壺スキル」は，「問題の明確化と

調査」「問題の結果の整理」「代替的な解決と

行動の種類の明確化」「柔軟に，創造的に，寛

大に従事する」のプロセスを表す四つのテー

マから構成される。「目標群3.1」は，地域規

模の環境問題の調査を中心に， Issueとしての

環境問題の因果関係を追究し，解決のための

行動を提案し，提案した行動計画を評価改善

していくことを内容としている。ナショナル

スタンダードでは，「地理」がすべてのテーマ

に関連している。しかし，その内容は，社会

や政治に関連する Issueとしての環境問題解決
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行動のためのスキルである。ゆえに，「目標群

3.1」は，「地理」の中で閉ざされたスキルでは

なく，「市民・政治」への広がりも視野に入れ

たスキルである。

「目標群3.2意思決定とシティズンシップ」

は，「個人の見方の明確化と評価」，「市民行動

の必要性の評価」「行動の計画」「行動結果の

評価」のプロセスを表す四つのテーマから構

成される。「目標群3.2」は，様々な環境問題

に対する見方や解決方法の評価を中心として，

市民としての行動の必要性，市民としての行

動計画を立て意思決定すること，市民行動の

結果を評価することを内容としている。「個人

の見方の明確化と評価」は，地理／歴史と関

連している。「市民行動の必要性の評価」と

「行動の計画」は，市民・政治と関連づけられ

ている。「行動結果の評価」は，関連づけられ

ているナショナルスタンダードは明示されて

なかったものの，市民・政治と十分関係ある

内容と捉えられる。「目標群3.1」が地域規模

の環境問題であったのに対して，「目標群3.2」

は，市民として解決を目指すべき環境問題を

対象としたスキルである。そのため，市民行

動や意思決定が強調された行動方略のスキル

が位置づけられている。

d) 「目標群4個人・市民としての責任」と社

会科の関係

「目標群4:個人・市民としての責任」は，

「社会における価値と原則の理解」「市民の権

利と責任の認識」「行動効果の認識」「個人の

責任の受入」の四つのテーマから構成される。

「目標群4」は，社会を構成する基本的な原則

や信条と環境問題との関連を理解し，環境問

題の解決を促進する市民の権利と責任を認識

し，市民としての行動効果（効力感）や行動

の影響と責任の帰属を認識することを内容と

している。環境問題の文脈における社会を構

成する原則や信条や責任の理解を中心とした

内容となっている。ナショナルスタンダード



では，「市民・政治」がすべての項目で関連し

ている。

先述の通り，「目標群4」は， Simmonsの環

境教育目標の基準で示した「F行動決定要素」

が基盤となって構成されている。「目標群4」

は，「環境に責任ある行動」を行うために，心

理学的要素（「統制の所在」を意味する効力感

と責任の受入）と市民育成の要素によって構

成されている。つまり，「目標群4」は個人

の行動というよりも，むしろ市民としての行

動を行うための目標である。

N. アメリカ社会科における環境リテラシーの構造

Simmonsが提起した 1990年代の環境リテラ

シーの論の特徴は，環境リテラシー育成におけ

る社会科の重要性と中心性を確固たるものにし

た。社会科における環境リテラシーは，次の四つ

の点を中核にしながら構成される。それは，「社

会政治的知識」「人間社会と自然環境の相互依存

の知識」「行動方略スキル」「個人・市民の責任」

である。環境リテラシーは，「自然科学的／生

態学的知識」，「社会政治的知識」，「人間社会と

自然環境の相互依存の知識」といった知識の獲

得を基盤としながら，それらを獲得するための

「行動方略スキル」の習得，さらに，社会の価

値•原則の認識や行動効果への自信などを含む

「個人・市民の責任」を受入れることによって，

基盤となる知識を社会的文脈において位置づけ・

解釈することである。そのような社会科におけ

る環境リテラシーの構造を示したのが，次の図 1

である 23)。

社会科における環境リテラシーとしての知識

は，次の二点である。

「社会政治的知識」は，人間社会の諸要素の自

然環境に対する見方や影響を主な内容としてい

る。 NAAEEガイドラインでは，人間社会の諸

要素を，「個人と集団」「文化」「経済・政治シス

テム」「グローバルコネクション」「変化と争い」

としている。これらの要素は，社会科で扱うこ

とによって，地理歴史，公民等の多様な観点

を用いることができ，自然環境に対する人間社

会の重層的な見方や影響を知識として位置づけ

ることができる。

「人間社会と自然環境の相互依存の知識」は，

人間社会の存立基盤としての自然環境を中心的

な内容としている。 NAAEEガイドラインでは，

「人間と環境の相互作用」「場所」「資源」「技術」

「環境問題」の概念を通して，財やサービスを提

環境リテラシー
環境と生活の質の向上を目指した知的な意思決定を行うこと

科学的な

問題調査分析スキル

科学

図 1 NAAEEガイドライン分析による社会科の環境リテラシーの構造

【筆者作成】
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供するものとしての自然環境や，人間のアイデ

ンテイティの対象としての自然環境を示してい

る。自然環境を人文社会科学的な側面から捉え

ることは，これからの人間社会のあり方を考え

る上でも，非常に重要である。人間社会と自然

環境の相互依存の知識は，社会科における環境

リテラシーの育成では， より重要な知識となる

と考えられる。

行動方略スキルは，二つのスキルから構成さ

れている。社会科では，問題解決や意思決定は

従来から重要視されてきた。社会科において環

境リテラシーを育成するためには，問題解決や

意思決定は，地域の自然環境の関係性を重視す

る地域における環境問題解決のスキルと，市民

として行動を行うための意思決定スキルに分け

られている。

個人・市民の責任は，社会を構成する基本的

な原則や信条と環境問題との関連を理解し，環

境問題の解決を促進する市民の権利と責任を認

識し，市民としての行動効果（効力感）や行動

の影響と責任の帰属を認識することを内容とし

ている。このような内容構成は，次の二つのこ

とを提起している。第一は，従来の社会科で中

心的に扱ってきた内容を環境問題と関連付け

て扱う必要性である。第二は，個人として行動

するのではなく市民として行動することの意義

や効力，環境問題及び自然環境との関わりにお

ける責任の所在を追究するような社会科の内容・

方法の構築の必要性である。これらは，これか

らの社会科における環境教育の在り方に関する

提起である。

V. おわりに

以上より， NAAEEガイドラインの分析を通し

た社会科環境リテラシーの構造に関して，本稿

では次の三点を結論とする。

第一に， 1990年代以降のアメリカにおいて，

社会科は環境リテラシー育成のための中心的な

教科として位置づけられていることである。第

ニに，社会科は，環境リテラシーの目標として

次の四点を扱う教科として位置づけられている

ことである。それは，①社会政治的知識，②人

間社会と自然環境の相互依存の知識，③行動方

略スキル，④個人・市民の責任である。第三に，

社会科における環境リテラシーは，①と②の知

識を基盤として，③行動方略スキルを獲得し，

また④個人・市民としての責任を受け入れるこ

とで，環境と生活の質の向上を目指した知的な

意思決定を行う力を獲得する構造をもっている

ことである。

本稿で示した社会科における環境リテラシー

の構造は，社会科において環境教育を実践する

ための一つの枠組である。そして，この中には，

1990年代の行動中心主義や生態中心主義への批

判から強調されることとなった「人間社会と自然

環境の相互依存の知識」や「行動方略スキル」，

「市民としての責任」が相互に関連し，また段階

的な関連をもって構成されている。したがって，

社会科において環境教育を行おうとする際には，

既存の社会科の枠組みだけでなく，本稿で明ら

かにしたような環境リテラシーの構造を考慮に

入れた新たな構成が必要となってくる。そして，

このような知識を基盤とし，行動方略スキル，

個人・市民としての責任の受け入れを踏まえた

環境教育は， トピック的に行われる環境学習と

は異なり，社会科カリキュラム全体の構成に関

わるものである。

実際に，アメリカでは， NAAEEガイドライン

を州や地域でそれぞれ解釈し，独自の環境教育

カリキュラムやプログラムを作成している。代

表的なものに，カリフォルニア州で開発された

California Education and the Environment Initiative 

Curriculum (「EEIカリキュラム」と略記）があ

る。 EEIカリキュラムは， NAAEEガイドライン

を参考としたカリフォルニア州独自の環境教育

プログラムであるが，それが州のスタンダード

の構成にも影響を与えている。

最後に，本稿は社会科における環境リテラシー
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の構造を目標を中心として示したにすぎない。

よって，先述した社会科の環境リテラシーの構

造にみられる構成要素の具体的な教育内容・方
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